
 

 
 
 
 

和 解 契 約 書（一部和解） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ⅹ１（以下、「申立人Ⅹ１」という。）、同Ⅹ２、同Ⅹ

３（併せて以下「申立人ら」という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被

申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

第１ 相続人の表明及び保証 
  申立人らは、被申立人に対し、次の事項を表明し保証する。 
① 亡Ａ（以下「被相続人」という。）が平成２３年７月○日に死亡し、申立

人らが、被相続人の被申立人に対する損害賠償請求権を承継したこと 
② 申立人らの知る限り、申立人らが、被相続人の全相続人であること 

第２ 和解の範囲 

１ 申立人Ⅹ１について 

申立人Ⅹ１と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記期間に限

る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力

は及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目  ①避難費用（宿泊費） 

  ②避難費用（家財購入費） 

  ③避難費用（被服費） 

  ④避難費用（通信費増加分） 

  ⑤避難費用（食費増加分） 

  ⑥避難費用（交通費増加分） 

  ⑦一時立入費用（交通費） 

  ⑧精神的損害（ただし、正常な日常生活の維持・継続が相

当程度阻害されたために生じた精神的苦痛に限る） 

  ⑨その他損害（自動車の抹消登録費用） 

  ⑩弁護士費用 

期  間  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２４年４月３０日（損害項目①ないし⑦、⑨、⑩） 

  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２４年２月２９日（損害項目⑧） 

２ 被相続人について 

申立人らと被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記期間に限る。）

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ば

ないことを相互に確認する。 

記 

損害項目  ①避難費用（被服費） 

双葉町（帰還困難区域）に居住していた７０歳台半ばの被相続人が、避難

所生活中に体調を悪化させ、平成２３年７月に肺炎により死亡した事案につ

いて、相続人である申立人らに対し、死亡慰謝料、財物損害（被相続人の自

宅建物についてリフォーム代金を加味して賠償額を算定した。）等が賠償され

た事例。 
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  ②財産損害（車台番号○○－○○の車両） 

  ③財産損害（平成２３年３月１１日に自宅兼店舗に所在し

た商品） 

  ④生命・身体的損害（治療費） 

  ⑤生命・身体的損害（交通費） 

  ⑥生命・身体的損害（宿泊費） 

  ⑦生命・身体的損害（入院雑費） 

  ⑧生命・身体的損害（入通院慰謝料） 

  ⑨生命・身体的損害（死亡慰謝料、申立人ら固有の慰謝料

を含む） 

  ⑩生命・身体的損害（逸失利益） 

  ⑪生命・身体的損害（葬儀費用） 

  ⑫精神的損害（ただし、正常な日常生活の維持・継続が相

当程度阻害されたために生じた精神的苦痛に限る） 

  ⑬弁護士費用 

期  間  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２３年８月４日 

第３ 和解金額 

１ 申立人Ⅹ１について 

被申立人は、申立人Ⅹ１に対し、前項１所定の損害項目（同項所定の期

間に限る。）に対する和解金として、２，４６７，４９０円の支払義務があ

ることを認める。 

（内訳） ①避難費用（宿泊費） ２７１，８９６円 

  ②避難費用（家財購入費） ２６４，５４９円 

  ③避難費用（被服費） ２４０，０００円 

  ④避難費用（通信費増加分） ６６，６９６円 

  ⑤避難費用（食費増加分） ２，５００円 

  ⑥避難費用（交通費増加分） ４２，０００円 

  ⑦一時立入費用（交通費） ２２，０００円 

  ⑧精神的損害（ただし、正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻

害されたために生じた精神的苦痛に限る）１，４８４，０００円 

  ⑨その他損害（自動車の抹消登録費用） １，９８０円 

  ⑩弁護士費用 ７１，８６９円 

２ 被相続人について 

被申立人は、被相続人に生じた前項２所定の損害項目（同項所定の期間

に限る。）に対する和解金として、申立人らに対し、１７，７６１，４３８

円の支払義務があることを認める。 

（内訳） ①避難費用（被服費） ６０，０００円 

  ②財産損害（車台番号○○－○○の車両） 

  １５０，０００円 

  ③財産損害（平成２３年３月１１日に自宅兼店舗に所在した商品）

 １，６１８，９２１円 

  ④生命・身体的損害（治療費） １３，０４８円 

  ⑤生命・身体的損害（交通費） ５９，７９４円 

  ⑥生命・身体的損害（宿泊費） ４，８００円 



  ⑦生命・身体的損害（入院雑費） ６３，０００円 

  ⑧生命・身体的損害（入通院慰謝料） ７３７，０００円 

  ⑨生命・身体的損害（死亡慰謝料、申立人ら固有の慰謝料を含む）

 １０，０００，０００円 

  ⑩生命・身体的損害（逸失利益） ３，１７７，８５８円 

  ⑪生命・身体的損害（葬儀費用） ６１５，６９４円 

  ⑫精神的損害（ただし、正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻

害されたために生じた精神的苦痛に限る） ７４４，０００円 

  ⑬弁護士費用 ５１７，３２３円 

第４ 仮払補償金 
１ 申立人Ⅹ１について 

申立人ら及び被申立人は，被申立人が申立人Ⅹ１に対し，第２項１記載の

損害に対する仮払補償金として１，１００，０００円を支払済みであること

を確認する。 
２ 被相続人について 

申立人ら及び被申立人は，被申立人が被相続人に対し，第２項２記載の損

害に対する仮払補償金として７００，０００円を支払済みであることを確認

する。 
第５ 支払方法 
  （省略） 

第６ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

第７ 清算条項 

申立人ら及び被申立人は、第２項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。

また、その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、当

事者間に何らの債権債務がないことを相互に確認する。ただし、第２項１⑧

及び同項２④ないし⑫記載の損害項目及び期間については、本和解に定める

金額を超える部分につき、清算の効力は及ばず、申立人らが被申立人に対し

て別途損害賠償請求することを妨げないことを相互に確認する。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被

申立人が署名（記名）押印の上、申立人ら全員が１通を、被申立人が１通を

それぞれ保有するものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通

を原子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年７月１２日 

 

 
（仲介委員 遠藤昭） 



 

 
 
 
 

和 解 契 約 書（全部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ⅹ１、同Ⅹ２、同Ⅹ３（以下申立人３名を併せて「申

立人ら」という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」という。）

は、次のとおり和解する。 
１ 表明及び保証 
  申立人らは、被申立人に対し、次の事項を表明し保証する。 

① 亡Ａ（以下「被相続人」という。）が平成２３年７月○日に死亡し、申立

人らが、被相続人の被申立人に対する損害賠償請求権を承継したこと 
② 申立人らの知る限り、申立人らが、被相続人の全相続人であること 

２ 和解の範囲 
 申立人らと被申立人は、本件に関し、下記の損害項目について和解するこ

ととし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないこととする。 
記 

 ア 財物損害（別紙物件目録１記載の土地） 
 イ 財物損害（別紙物件目録２記載の建物） 
 ウ 財物損害（別紙物件目録２記載の建物内の家財） 
 エ 本件和解仲介に関する弁護士費用 
３ 和解金額 
 被申立人は、申立人らに対し、前項所定の損害項目に対する和解金として、

合計金４４，４７８，９０２円の支払義務があることを認める。 
（内訳）  

 ア 財物損害（別紙物件目録１記載の土地） １０，６４７，９００円 
 イ 財物損害（別紙物件目録２記載の建物） ２６，２８８，０００円 
 ウ 財物損害（別紙物件目録２記載の建物内の家財） ６，２４７，５００円 
 エ 本件和解仲介に関する弁護士費用 １，２９５，５０２円 
４ 支払方法 
  （省略） 
５ 清算条項 

申立人らと被申立人は、第２項記載の損害項目について、以下の点を相互

に確認する。 
ア 本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力が及ばず、申

立人らが被申立人に対して別途損害賠償請求することを妨げない。ただ

し、本件和解仲介に関する弁護士費用については、本和解に定めるもの

のほか、当事者間に何らの債権債務がない。 
イ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人らは被申立人に

対して別途請求しない。 

双葉町（帰還困難区域）に居住していた７０歳台半ばの被相続人が、避難

所生活中に体調を悪化させ、平成２３年７月に肺炎により死亡した事案につ

いて、相続人である申立人らに対し、死亡慰謝料、財物損害（被相続人の自

宅建物についてリフォーム代金を加味して賠償額を算定した。）等が賠償され

た事例。 
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６ 手続費用 
  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 
 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被

申立人が署名（記名）押印の上、申立人らが１通を、被申立人が１通をそれ

ぞれ保有するものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を原

子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 
平成２６年１月３０日 
（別紙物件目録省略） 
 
（仲介委員 遠藤昭） 


